
担当部局・
作成責任者名

事後評価
実施予定時期

特定有人国境離島地域における社会増加数 測定指標の
選定理由

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

目標値
（目標年度）

1
（令和8年度）

基準値
（基準年度）

-1,863(人)
（平成28年度）

測定指標の実績値の
把握方法

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

目標
（目標年度）

外海遠隔離島で
あることによって
生じている住民
の往来に関する
条件の不利性が
緩和され住民の
往来が活発にな
る。
（令和8年度）

基準
（水準・年度）

離島住民の航
路・航空路運賃を
低廉化することで
住民の往来に関
する条件不利性
が緩和され、住民
の往来が活発に
なる。
（令和３年度）

測定指標の実績の把
握方法

令和4年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

（内閣府４－３０）

政策名及び施策名 政策名「海洋政策」
　施策名「有人国境離島施策の推進」

総合海洋政策推進事務局
参事官（地域社会維持担当）　熊谷　友成

施策の概要
有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に係る地域社会の維持に関する特別措置法
（平成28年法律第33号、以下「有人国境離島法」という。）に基づき、有人国境離島地域の保全及び特
定有人国境離島地域の地域社会の維持を図る。

令和５年度（１年目評価）
令和９年度（最終年度評価）

施策目標 特定有人国境離島地域の人口が定常的に社会増となる状態

施策目標の設定
の考え方・根拠

有人国境離島法に基づく有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に係る地域社会の維持に関する基本的な方針（以下「基本方針」という）において、上記目標が
「施策の基本目標」とされている。

測定指標１

【主要な測定指標】

基本方針において施策の基本目標とされているた
め。

目標（値・年度）の
設定の根拠

基本方針において有人国境離島法の期限である
令和8年度に向けた目標としている。年度ごとの

目標値

年度ごとの
実績値

「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯
数調査」（総務省）より把握。

1
（令和8年度までの目標値）

中目標１ 住民の往来の活発化

測定指標２ 住民の往来の活発化の程度
測定指標の
選定理由

住民の往来がどの程度活発化しているかは、施
策目標の達成に向けた参考となるため。

外海遠隔離島であることによって生じている住民の往
来に関する条件の不利性が緩和され、住民の往来が
活発になる。

施策の進捗
状況

（目標）

施策の進捗
状況

（実績）

住民の往来に関する条件不利性を緩和し、住民
の往来が活発になることは、中目標「住民の往来
の活発化」の達成を図る目安となるため。

目標（水準・年度）の
設定の根拠

参考指標や外部要因などを考慮し、判断。



R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

参考指標２ 航路・航空路輸送旅客数（全体）
参考指標の
選定理由

住民だけでなく、観光客等も含めた人の往来に関
する条件不利性の緩和の状況を把握するため。

参考値
（参考年度）

3,403(千人)
（令和2年度）

参考指標の実績値
の把握方法

関係自治体からの報告により把握。年度ごとの
実績値

参考指標４ 運賃低廉化事業にかかる交付額
参考指標の
選定理由

住民の往来に関する条件不利性の緩和の状況を
把握するため。

参考値
（参考年度）

11.7(億円)
（令和2年度）

参考指標の実績値
の把握方法

関係自治体への交付実績により把握。年度ごとの
実績値

年度ごとの
実績値

参考指標３ 航路・航空路路線数
参考指標の
選定理由

住民の往来に関する条件不利性の緩和の状況を
把握するため。

参考値
（参考年度）

222(路線)
（令和2年度）

参考指標１ 航路・航空路輸送旅客数（住民）
参考指標の
選定理由

住民の往来に関する条件不利性の緩和の状況を
把握するため。

参考値
（参考年度）

1,186(千人)
（令和2年度）

参考指標の実績値
の把握方法

関係自治体からの報告により把握。年度ごとの
実績値

参考指標の実績値
の把握方法

新設・廃止等の申請に基づき把握。



R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

目標
（目標年度）

外海遠隔離島で
あることによって
生じている物の
移動に関する条
件の不利性が緩
和され、農水産物
等の輸送が活発
になる。
（令和8年度）

基準
（水準・年度）

農水産物全般の移
出、原材料等の移
入に係る輸送コスト
を低廉化することで
物の移動に関する
条件の不利性が緩
和され、農水産物
等の輸送が活発に
なる。
（令和3年度）

測定指標の実績の把
握方法

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

中目標２ 地元産業の活性化

測定指標３ 農水産物等の輸送の活発化の程度
測定指標の
選定理由

農水産物等の輸送が活発になることは中目標で
ある地元産業の活性化につながり、施策目標の
達成に向けた参考となるため。

外海遠隔離島であることによって生じている物の移動
に関する条件の不利性が緩和され、農水産物等の輸
送が活発になる。

施策の進捗
状況

（実績）

施策の進捗
状況

（目標）

参考指標５ 農林水産物の生産額
参考指標の
選定理由

本土からの遠隔性に起因する条件不利性の緩和
の状況を把握するため。

参考値
（参考年度）

87,341(百万円)
（令和2年度）

参考指標の実績値
の把握方法

関係自治体からの報告により把握。年度ごとの
実績値

目標（水準・年度）の
設定の根拠

物の移動に関する条件不利性を緩和し、農水産
物等の輸送が活発になることは、中目標「地元産
業の活性化」の達成を図る目安となるため。

参考指標や外部要因などを考慮し、判断。



R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

目標
（目標年度）

特定有人国境離
島地域における
創業・事業拡大を
促進し、雇用機会
の拡充を図る。
（令和8年度）

基準
（水準・年度）

民間事業者等に
よる創業・事業拡
大のための設備
投資資金、運転
資金を支援する
ことによる雇用機
会の拡充。
（令和3年度）

測定指標の実績の把
握方法

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

測定指標４ 創業・事業拡大の促進
測定指標の
選定理由

民間事業者等の創業・事業拡大を促進することで
中目標である地元産業の活性化につながり、施策
目標の達成に向けた参考となるため。

目標（水準・年度）の
設定の根拠

民間事業者等の創業・事業拡大を促進することは
中目標「地元産業の活性化」の達成を図る目安と
なるため。

参考指標や外部要因などを考慮し、判断。

特定有人国境離島地域における創業・事業拡大を促
進し、雇用機会の拡充を図る。

施策の進捗
状況

（目標）

施策の進捗
状況

（実績）

参考指標６ 新規雇用者数（累計）
参考指標の
選定理由

創業・事業拡大の促進の状況を把握するため。

参考値
（参考年度）

1,384(人)
（令和2年度）

参考指標の実績値
の把握方法

関係自治体からの報告により把握。年度ごとの
実績値



R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

目標
（目標年度）

観光交流人口拡
大に向けた取組
を支援する。
（令和8年度）

基準
（水準・年度）

旅行者に「もう一
泊」したいと思わ
せる取組を支援
することによる観
光交流人口の拡
大。
（令和3年度）

測定指標の実績の把
握方法

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

観光交流人口拡大に向けた取組を支援する。
目標（水準・年度）の

設定の根拠

参考指標７

測定指標５ 観光交流人口拡大
測定指標の
選定理由

施策の進捗
状況

（目標）

施策の進捗
状況

（実績）

年間延べ宿泊者数又は観光客数
参考指標の
選定理由

観光交流人口拡大の状況把握するため。

参考値
（参考年度）

1,088(千人)
（令和2年度）

参考指標の実績値
の把握方法

関係自治体からの報告により把握。
※各都道県のKPIによるため指標は一部異なる年度ごとの

実績値

参考指標８ 特定有人国境離島地域社会維持推進交付金が対象とした事業件数
参考指標の
選定理由

地元産業活性化の状況を把握するため。
また、当該指標は行政事業レビューにおける活動
指標としている。

参考値
（参考年度）

133(件)
（令和2年度）

参考指標の実績値
の把握方法

関係自治体への交付実績より把握。年度ごとの
実績値

観光交流人口の拡大に向けた取組を支援するこ
とは中目標「地元産業の活性化」の達成を図る参
考となるため。

参考指標や外部要因などを考慮し、判断。

観光交流人口が拡大することで中目標である地
元産業の活性化につながり、施策目標の達成に
向けた参考となるため。



R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

1 5,000

5,000

1

施策に関連する内閣の重要施策
（施政方針演説等のうち主なもの）

年月日 関係部分抜粋

有人国境離島政策の推進に必要な経費
（平成29年度）

中目標1.2
0152

特定有人国境離島地域の地域社会の維持を図るため、特定有人国境離
島地域の地方公共団体が実施する航路・航空路の運賃低廉化、物資の
費用負担の軽減、雇用機会の拡充、滞在型観光等に必要な経費の一部
を支援する。

施策の予算額
（執行額）

経済財政運営と改革の基本方針2022（令和4年
6月7日閣議決定）

令和4年6月7日
第２章２．（３）「（関係人口の拡大と個性をいかした地域づくり）過疎地域や離島、半島、奄美、小笠原、豪雪地帯などの条件不利
地域対策に取り組む」

施策に関連する主な内閣府事業
（開始年度）

関連する中目標・
令和４年度行政事業レビュー事

業番号

予算額
　　　　　　　　　　　　　（執行額）　　  　※単位：百万円

事業概要


